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証券コード 242A
2024年12月９日

（電子提供措置の開始日 2024年12月３日）
株 主 各 位

福岡県福岡市博多区綱場町９番２０号

株式会社リプライオリティ
代表取締役社長 中 山 伸 之

第27回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第27回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第27回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト
https:www.repriority.co.jp/ir/meeting

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
福岡証券取引所ウェブサイト
https://www.fse.or.jp/listed/search.php

上記の福岡証券取引所ウェブサイトにアクセスして、「銘柄名」に「リプライオリティ」又は
「コード」に当社証券コード「242A」を入力・検索し、「詳細情報」を選択して、「株主総会招
集通知」欄よりご覧ください。
なお、当日ご出席願えない場合は、インターネット又は書面によって議決権を行使することが

できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2024年12月24日（火
曜日）午後６時15分までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

［インターネットによる議決権行使の場合］
当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://net-vote.ta.smbctb.co.jp/）にアクセスして

いただき、同封の議決権行使書用紙に表示された「ログインID」及び「パスワード」をご利用の
うえ、画面の案内にしたがって、議案に対する賛否をご入力ください。
インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットによる議決権行使

のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。
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［書面郵送による議決権行使の場合］
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限までに到着する

ようご返送ください。
敬 具

記

１．日 時 2024年12月25日（水曜日）午前11時
２．場 所 東京都千代田区大手町二丁目２番１号 新大手町ビル３階

xLINK大手町会議室
３．目的事項

報告事項 １．第27期（2023年10月１日から2024年９月30日まで）事業報告の
内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

２．第27期（2023年10月１日から2024年９月30日まで）計算書類の
内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役４名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。
◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に株主総会資料を書面でお送
りいたします。ただし法令及び当社定款第15条の規定に基づき「業務の適正を確保するための
体制」「業務の適正を確保するため体制の運用状況」「連結株主資本等変動計算書」「連結計算書
類の連結注記表」「株主資本等変動計算書」「計算書類の個別注記表」を記載しておりません。な
お、上記事項も含め監査役及び会計監査人が監査をしております。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させ
ていただきます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会にご出席の場合

当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知をご持参いただくとともに同
封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげ
ます。

開催日時 2024年12月25日（水曜日）午前11時

株主総会にご出席されない場合
インターネットによる議決権行使
次頁の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご高覧のうえ、画面
の案内に従って、行使期限までに賛否をご入力ください。

行使期限 2024年12月24日（火曜日）
午後６時15分送信分まで

書面郵送による議決権行使
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入いただき、行使期限ま
でに到着するようご送付ください。議決権行使書面において、議案に賛否の
表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただ
きます。

行使期限 2024年12月24日（火曜日）
午後６時15分到着分まで

複数回にわたり議決権行使をされた場合の取り扱い
※ 書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効な議決
権行使といたします。

※ インターネットにより議決権を複数回行使された場合は、最後に行使された内容を有効な議決権行使といた
します。
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インターネットによる議決権行使のご案内
2024年12月24日（火曜日）
午後６時15分まで議決権行使期限

https://net-vote.ta.smbctb.co.jp/議決権行使ウェブサイト

議決権行使書用紙右下に記載のＱＲコード
を読み取ることで、簡単に議決権行使がで
きます。

議決権行使ウェブサイト
https://net-vote.ta.smbctb.co.jp/
にアクセスしてください。

１ １

トップ画面2

ログイン画面3

2 以 降 は 画 面 の 案 内 に
したがって賛否をご入力
ください。

※一部の携帯電話（フィーチャーフォン等）ではご利用いただけませんのでご了承ください。

※QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使後に行使内容を変更する
場合は、お手数ですがパソコン向け
サイトへアクセスし、議決権行使書
用 紙 に 記 載 の「 ロ グ イ ン Ｉ Ｄ 」

「 パ ス ワ ー ド 」 を 入 力 い た だ き
ログイン、再度議決権行使をお願い
いたします。

ご注意
議 決 権 行 使 書 用 紙 に
記載の「ログインＩＤ」

「パスワード」をご入力
し、「ログイン」を選択
してください。

スマートフォンからの場合 パソコンからの場合

見本

※議決権行使書用紙に記載されているログインＩＤは、本株主総会に限り有効です。
※パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。大切にお取り扱いください。
※パスワードの再発行をご希望の場合は、上記専用ダイヤルまでご連絡ください。

インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ

電話（専用ダイヤル）

0120-222-379（通話料無料）
〔受付時間〕午前９時 ～ 午後５時（土・日・祝日を除く）

株式会社SMBC信託銀行
証券代行営業部
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

当社では、中長期的に企業価値を高めるとともに、株主の皆様に利益を還元していくことを重
要な経営課題の一つとして位置付けています。配当については、安定性・継続性に配慮しつつ、
業績動向、財務状況及び配当性向等を総合的に勘案して実施していく方針であり、安定的な１株
当たり配当の実施を目指します。
内部留保資金については、今後の企業としての成長と、財務基盤の安定のバランスを鑑みなが

ら、有利子負債の返済、設備投資、M&A等の投資等に充当していきます。剰余金の配当を行う
場合、毎事業年度末日を基準日とした年１回の期末配当を基本方針としております。
第27期につきましては、2024年９月25日に福岡証券取引所Q-Boardに上場することができ

ましたことから、記念配当を加え以下のとおりといたしたいと存じます。
（1）配当財産の種類
金銭といたします。

（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金 45円60銭（うち、普通配当25円60銭・上場記念配当20円）
総額 50,771,040円といたしたいと存じます。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2024年12月26日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役４名選任の件

取締役全員（４名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、取締役４名の選
任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。
候補者
番 号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の

株式の数

１
なかやましんじ

中山伸之

（1973年11月９日）

1997年 ４月 ㈱オックスプランニングセンター入社
1998年 ９月 当社 取締役
2000年11月 当社 代表取締役社長（現任）
2004年12月 ㈱プライオリティ（現㈱Libertyhill）

代表取締役社長（現任）
2007年 ４月 ㈱エージェント（現㈱エージェント・イ

ンシュアランス・グループ） 社外取締
役

2020年10月 日本ウェルネス研究所㈱ 取締役（現
任）

217,000株

２
えんどうつばさ

遠藤翼

（1980年８月１日）

2003年４月 当社入社
2008年10月 ㈱ルーツ入社
2012年８月 ㈱クレオ入社
2013年７月 当社入社
2020年10月 当社 執行役員
2021年12月 当社 取締役営業本部長
2024年10月 当社 専務取締役営業本部長（現任）

―

３
いでまさお

井手雅雄

（1962年４月12日）

1989年４月 井村会計事務所入所
1993年４月 ㈱ブレーンコスモス入社 経営企画室室

長
1998年５月 ㈱やまやコミュニケーションズ 入社
2006年３月 ㈱エスアイホールディングス入社 専務

取締役
2014年９月 田中鉄工㈱ 執行役員
2017年７月 三和ホールディングス㈱ 経営企画部長
2021年10月 当社 顧問
2021年12月 当社 取締役管理部長（現任）

―
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候補者
番 号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の

株式の数

４
こぐちみつよし

小口光義

（1949年３月６日）

1973年４月 アーサーヤング（現アーンスト・アン
ド・ヤング） 東京事務所入所

1981年３月 公認会計士登録
1986年８月 監査法人朝日新和会計社（現有限責任あ

ずさ監査法人） 国際事業本部
1990年７月 同法人社員
2003年７月 同法人代表社員
2009年９月 朝日税理士法人（横浜）顧問
2012年９月 ㈱エージェント（現㈱エージェント・イ

ンシュアランス・グループ） 監査役
2015年７月 ㈱ブレイブソフト 監査役
2015年９月 ㈱マルチブック 監査役（現任）
2015年12月 当社 取締役
2017年３月 ㈱イーエムネットジャパン 監査役
2017年７月 当社 監査役
2018年４月 当社 取締役（現任）

―

（注）１．中山伸之氏は、会社法第２条第４号の２に定める当社の親会社等であります。
２．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．小口光義氏は社外取締役候補者であります。同氏の深い見識から当社の経営に適切な
助言をいただくことが期待できるものです。なお、同氏は現在当社の社外取締役でありま
すが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結のときをもって６年８か月となります。
また、同氏は過去に当社の監査役でありました。
４．当社は、小口光義氏を福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、
同氏の選任が承認された場合、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定です。
５．当社は、小口光義氏との間に会社法第427条第１項の規定に基づき同法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責
任の限度額は、法令が規定する額となっております。同氏が再任された場合には、当該契
約を継続する予定であります。

以上
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事 業 報 告

(2023年10月１日から)2024年９月30日まで

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の増加に
より緩やかな回復傾向を見せています。一方で、資源価格や人件費の高騰、日米金利差を背景
とした円安の進行が影響し、物価上昇が継続しており、消費者物価指数が大きく上昇するな
ど、消費動向は弱まりつつあります。また、急激な為替変動、世界的な地政学的リスクの高ま
り、金利上昇気配の高まりもあり、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いておりま
す。通信販売業界においては、通信販売市場の2023年度の売上高は、2023年４月から2024
年３月までの累計で前年比6.7%増の13兆5,600億円(2024年８月27日発表のJADMA
「2023年度通販市場売上高調査」より)となり、直近10年の平均成長率は8.8%と成長を続け
ております。
このような環境のもと、当社グループは、今や生活の上で欠かすことのできない通信販売市

場における通信販売会社へのプロモーション事業を行い、また一般消費者の健康意識の高まり
を背景に、無添加食品を中心とした通信販売事業を展開してまいりました。
その結果、当連結会計年度の売上高は2,703,435千円（前年同期比2.7％増）、営業利益は

317,120千円（同48.7％増）、経常利益は318,727千円（同48.8％増）、親会社株主に帰属す
る当期純利益は214,001千円（同43.5％増）となりました。

セグメント別売上高 (単位：千円)

セグメント 第26期
（2023年９月期）

第27期
（2024年９月期） 増減

通販支援事業 1,982,246 2,018,682 36,435
通信販売事業 651,069 684,752 33,682
（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資の額は724千円であります。ＬＡＮ配線設備の新設、

パソコンの新規購入にかかるものであり、自己資金をもって充当いたしました。

（3）資金調達の状況
当社は、福岡証券取引所Q-Board市場への株式上場に伴い、公募増資による240,000株

の新株発行により、335,616千円の資金調達を行いました。また、運転資金に充当するた
め、長期借入で100,000千円の資金調達を行いました。
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（4）対処すべき課題
① コンプライアンス強化
当社グループの事業において、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に

関する法律」、「健康増進法」、「不当景品類及び不当表示防止法」、「個人情報の保護に関する法
律」の遵守は不可欠なものとなっております。コンプライアンスの強化を図るために、入社時
研修と期中での研修など社員、スタッフの教育に注力してまいります。
② 新規事業育成
当社グループの成長において、新規事業の育成は不可欠なものとなっております。会社とし

て新たな事業を生み出すことはもちろん、事業内でも新たな収益の柱を生む施策を実施してま
いります。
③ 内部統制体制強化
人員増加による事業及び組織の拡大が見込まれているため、拡大に応じた内部統制体制の強

化を進めてまいります。
④ 人材の確保及び育成
事業拡大及び新規事業育成において、人材の確保・育成は重要な課題となっております。今

後の事業計画に応じて人材採用を積極的に行い、研修活動を強化してまいります。
⑤ 労働時間管理
健全な労働環境整備のため、労働時間管理ルールの徹底し、適法・適切な労働時間管理を進

めてまいります。
（5）財産及び損益の状況の推移

区 分 2021年度
第24期

2022年度
第25期

2023年度
第26期

2024年度
第27期

（当連結会計年度）
売 上 高 − 千円 2,309,713 千円 2,633,316 千円 2,703,435 千円

経 常 利 益 − 千円 138,210 千円 214,149 千円 318,727 千円

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 − 千円 89,681 千円 149,093 千円 214,001 千円

１株当たり当期純利益 − 円 102.68 円 170.70 円 243.92 円

総 資 産 − 千円 431,544 千円 1,106,113 千円 1,646,232 千円

純 資 産 − 千円 837,051 千円 560,681 千円 1,090,341 千円

1 株 当 た り 純 資 産 − 円 494.10 円 641.95 円 979.29 円

（注）１．当社では、当連結会計年度より連結計算書類を作成しております。なお、第25期及び第26期につき
ましては、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。）
に基づいて作成しておりますので、参考までに当該数値を記載しております。

２．2024年6月１日付で株式１株につき20株の株式分割を行っております。第25期の期首に当該株式
分割が行われたと仮定し、一株当たり当期純利益及び一株当たり純資産を算定しております。
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（6）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容
日本ウェルネス研究所株式会社 3,000 千円 100 ％ 広告代理業

（7）主要な事業内容
セグメント 主 要 製 品

通販支援事業
通信販売事業者の売上支援を目的としたコールセンター運営事業
通信販売事業者の新規顧客獲得を目的としたプロモーション支援事業
広告代理事業

通信販売事業 通信販売事業

（8）主要な事業所
名 称 所 在 地
本 社 福岡県福岡市
東京本社 東京都千代田区
大阪支社 大阪府大阪市
筑紫野支社 福岡県筑紫野市
久留米支社 福岡県久留米市

日本ウェルネス研究所㈱ 福岡県福岡市

（9）従業員の状況
従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
65名 2名増 37歳 ４年

（注）１．上記の従業員数には、パート・アルバイト等の臨時従業員は含めておりません。
２．平均年齢及び平均勤続年数は、小数点第１位以下を切り捨てて表示しております。

（10）主要な借入先
借 入 先 借 入 額（千円）
株式会社三井住友銀行 90,004
株式会社りそな銀行 35,006
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２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 3,751,200株
（2）発行済株式総数 1,177,800株 （自己株式 64,400株を含む。）
（3）株主数 944名 （前期末比934名増）
（4）大株主 上位10位

株 主 名 持 株 数（株） 持株比率（％）

株式会社Ｌｉｂｅｒｔｙｈｉｌｌ 580,000 52.09

中山 伸之 217,000 19.48

Ｊトラストグローバル証券株式会社 36,000 3.23

藤田 晋 29,000 2.60

田中 幸夫 5,000 0.44

株式会社ベルーナ 4,000 0.35

一戸 敏 2,300 0.20

稲葉 浅治 2,000 0.17

植木 一夫 2,000 0.17

瓜生 元治 2,000 0.17

加藤 真美 2,000 0.17

亀井 利雄 2,000 0.17

小池 和哉 2,000 0.17

高橋 ヤス子 2,000 0.17

田坂 大作 2,000 0.17
田中 信治 2,000 0.17
野澤 正 2,000 0.17
（注）１．当社は自己株式64,400株を保有しておりますが、上記大株主には記載しておりません。

２．持株比率は自己株式を控除して算出しております。
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（5）その他株式に関する重要な事項
① 当社は2024年５月15日開催の取締役会において、2024年６月１日付で普通株式１株
を20株に株式分割することを決議し、同日をもって当社定款に定める発行可能株式総数を変更
いたしました。これにより、発行可能株式総数は3,751,200株となりました。

② 2024年９月24日を払込期日とする公募増資に関連して行う第三者割当増資による新株
式発行により、発行済株式の総数は、240,000株増加しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項
職務執行の対価として交付した新株予約権の当事業年度末日における状況
・新株予約権の数

2,300個
・目的となる株式の種類及び数
普通株式 46,000株（新株予約権１個につき20株）

・当社取締役、その他の役員の保有する新株予約権の区分別合計

回次（行使価額） 行 使 期 間 個 数 保有者数
取締役
（社外取締役を除く） 第５回（12,000円） 2024年10月１日

〜2032年７月31日 570個 ２名

社外取締役 第５回（12,000円） 2024年10月１日
〜2032年７月31日 50個 １名

監査役 第５回（12,000円） 2024年10月１日
〜2032年７月31日 100個 ２名

（注）当社は2024年５月15日開催の取締役会において、2024年６月１日付で普通株式１株を20株に株式分
割することを決議しました。当該株式分割に伴い、新株予約権の目的となる株式の数及び2024年６月１
日以降に行使する新株予約権の行使時の払込金額を調整しております。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

中山 伸之 代表取締役社長 株式会社Libertyhill 代表取締役社長
日本ウェルネス研究所株式会社 取締役

遠藤 翼 取締役 営業本部長

井手 雅雄 取締役 管理部長

小口 光義 取締役 株式会社マルチブック 監査役

横川 勝美 常勤監査役

坂本 一男 監査役 司法書士事務所 代表

井出 夏子 監査役 acキャリアサポート 代表
（注）１．取締役 小口光義氏は、社外取締役であります。

２．監査役 坂本一男及び井出夏子の両氏は、社外監査役であります。
３．取締役 小口光義氏、監査役 坂本一男及び井出夏子の両氏につきましては福岡証券取引所に対し、独
立役員として届け出ております。
４．取締役 小口光義氏は、公認会計士の資格を有しており、会計監査分野及び税務分野並びに財務に関
する相当程度の知見を有するものであります。
５．監査役 坂本一男氏は、司法書士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有するもので
あります。
６．監査役 井出夏子氏は、社会保険労務士の資格を有しており、労務に関する相当程度の知見を有する
ものであります。

（2）責任限定契約の内容の概要
取締役小口光義氏、監査役横川勝美氏、坂本一男氏及び井出夏子氏は、当社と会社法第423

条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法
令が規定する額となります。

（3）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社の役員報酬は、世間水準、会社業績、社員給与とのバランス等を考慮し、株主総会
が決定した報酬総額の限度内にて決定することを基本方針としております。短期的な業績
だけでなく中長期的な企業価値の向上への貢献を促す役員報酬制度の構築を目指しており
ます。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の金銭報酬の額は、2024年５月31日開催の臨時株主総会において年額５億円以
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内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議されております。当該定時株主総会終結
時点の取締役の員数は４名（うち、社外取締役は１名）です。
監査役の金銭報酬の額は、2024年５月31日開催の臨時株主総会において年額３億円以

内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名（うち、社外
監査役は２名）です。

③ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

区分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額 対象となる

役員の員数基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等
取締役 51,240千円 51,240千円

− −
４名

（うち社外取締役） （1,200千円） （1,200千円） （１名）
監査役 5,160千円 5,160千円

− −
３名

（うち社外監査役） （1,560千円） （1,560千円） （２名）
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（4）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係
区分 氏名 兼職先 兼職内容 当該他の法人等との関係

取締役 小口 光義 株式会社マルチブック 監査役
当社と株式会社マルチブックとの間
に重要な取引その他の関係はありま
せん。

監査役 坂本 一男 司法書士事務所 代表 当社と司法書士事務所との間に重要
な取引その他の関係はありません。

監査役 井出 夏子 acキャリアサポート 代表
当社とacキャリアサポートとの間に
重要な取引その他の関係はありませ
ん。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況

取締役 小口 光義

当事業年度開催の取締役会には、20回中20回に参加し、
公認会計士としての専門的見地から取締役会において意
思決定の妥当性、適正性を確保するための助言・提案を
行っております。

監査役 坂本 一男

当事業年度開催の取締役会には、20回中20回に参加し、
司法書士の専門的見地から取締役会において意思決定の
妥当性、適正性を確保するための助言・提案を行ってお
ります。
同様に、当事業年度開催の監査役会には16回中16回に出
席し、監査結果についての意見交換、監査に関する重要
事項の協議等を行っております。

監査役 井出 夏子

当事業年度開催の取締役会には、20回中20回に参加し、
社会保険労務士の専門的見地から取締役会において意思
決定の妥当性、適正性を確保するための助言・提案を行
っております。
同様に、当事業年度開催の監査役会には16回中16回に出
席し、監査結果についての意見交換、監査に関する重要
事項の協議等を行っております。
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５．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

シンシア監査法人

（2）報酬等の額
支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,510千円
当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他財産上
の利益の合計額 25,510千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査
人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、会計監査人の品質管理の体
制、監査の体制、監査の職務遂行状況及び報酬の妥当性等を検討し、同意の判断をいたしました。

（3）非監査業務の内容
当社は、シンシア監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に、新規上場に

係るコンフォートレター作成業務についての対価を支払っております。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合や、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会
計監査人の解任又は不再任の検討を行い、妥当と判断した場合は監査役会規程に則り、株主総
会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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６．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社では、中長期的に企業価値を高めるとともに、株主の皆様に利益を還元していくことを重

要な経営課題の一つとして位置付けています。配当については、安定性・継続性に配慮しつつ、
業績動向、財務状況及び配当性向等を総合的に勘案して実施していく方針であり、安定的な１株
当たり配当の実施を目指します。
内部留保資金については、今後の企業としての成長と、財務基盤の安定のバランスを鑑みなが

ら、有利子負債の返済、設備投資、人材採用、M&A等の投資等に充当していきます。剰余金の
配当を行う場合、毎事業年度末日を基準日とした年１回の期末配当を基本方針としております。

（注）本事業報告における記載金額は、表示桁数未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2024年９月30日現在)

（単位：千円）
科 目 金 額
(資 産 の 部)

流 動 資 産 1,578,424
現 金 及 び 預 金 1,268,630
売 掛 金 241,421
商 品 30,011
仕 掛 品 1,716
未 成 業 務 支 出 金 8,119
前 払 費 用 17,364
そ の 他 11,160

固 定 資 産 67,807
有 形 固 定 資 産 27,031
建 物 41,484
減 価 償 却 累 計 額 △19,182
建 物 （純 額） 22,302
工具、器具及び備品 34,005
減 価 償 却 累 計 額 △29,276
工具、器具及び備品（純額） 4,729

無 形 固 定 資 産 311
そ の 他 311

投資その他の資産 40,464
繰 延 税 金 資 産 17,727
そ の 他 22,737
資 産 合 計 1,646,232

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科 目 金 額
(負 債 の 部)

流 動 負 債 460,869
買 掛 金 124,266
一年以内返済予定長期借入金 29,988
未 払 金 151,366
未 払 法 人 税 等 93,990
未 払 消 費 税 等 32,304
前 受 金 4,489
賞 与 引 当 金 20,450
そ の 他 4,012

固 定 負 債 95,022
長 期 借 入 金 95,022
負 債 合 計 555,891
(純 資 産 の 部)

株 主 資 本 1,090,341
資 本 金 217,808
資 本 剰 余 金 318,858
利 益 剰 余 金 644,155
自 己 株 式 △90,480
純 資 産 合 計 1,090,341

負債・純資産合計 1,646,232

2024年11月27日 18時58分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20240912_01(license)）



― 19 ―

連 結 損 益 計 算 書

(2023年10月１日から)2024年９月30日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,703,435
売 上 原 価 1,346,552

売 上 総 利 益 1,356,882
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,039,762

営 業 利 益 317,120
営 業 外 収 益

受 取 利 息 65
助 成 金 収 入 12,531
障 害 者 雇 用 調 整 金 693
損 害 補 償 金 141
そ の 他 110 13,541

営 業 外 費 用
支 払 利 息 665
上 場 関 連 費 用 11,269 11,934

経 常 利 益 318,727
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 318,727
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 108,605
法 人 税 等 調 整 額 △3,879 104,726
当 期 純 利 益 214,001
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 214,001

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(2024年９月30日現在)

（単位：千円）
科 目 金 額
(資 産 の 部)

流 動 資 産 1,558,362
現 金 及 び 預 金 1,248,568
売 掛 金 241,421
商 品 30,011
仕 掛 品 1,716
未 成 業 務 支 出 金 8,119
貯 蔵 品 1,931
前 払 費 用 17,364
そ の 他 9,228

固 定 資 産 80,802
有 形 固 定 資 産 27,031
建 物 41,484
減 価 償 却 累 計 額 △19,182
建 物 （純 額） 22,302
工具、器具及び備品 34,005
減 価 償 却 累 計 額 △29,276
工具、器具及び備品（純額） 4,729

無 形 固 定 資 産 311
そ の 他 311

投資その他の資産 53,459
関 係 会 社 株 式 3,000
関係会社長期貸付金 9,995
繰 延 税 金 資 産 17,727
そ の 他 22,737
資 産 合 計 1,639,164

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科 目 金 額
(負 債 の 部)

流 動 負 債 455,948
買 掛 金 124,266
一年以内返済予定長期借入金 29,988
未 払 金 146,751
未 払 法 人 税 等 93,760
未 払 消 費 税 等 32,228
前 受 金 4,489
賞 与 引 当 金 20,450
そ の 他 4,012

固 定 負 債 95,022
長 期 借 入 金 95,022
負 債 合 計 550,970
(純 資 産 の 部)

株 主 資 本 1,088,194
資 本 金 217,808
資 本 剰 余 金 318,858
資 本 準 備 金 238,333
その他資本剰余金 80,525

利 益 剰 余 金 642,008
利 益 準 備 金 1,680
その他利益剰余金 640,328
繰越利益剰余金 640,328

自 己 株 式 △90,480
純 資 産 合 計 1,088,194

負債・純資産合計 1,639,164
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損 益 計 算 書

(2023年10月１日から)2024年９月30日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,703,435
売 上 原 価 1,346,552

売 上 総 利 益 1,356,882
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,040,502

営 業 利 益 316,380
営 業 外 収 益

受 取 利 息 63
助 成 金 収 入 12,531
障 害 者 雇 用 調 整 金 693
損 害 補 償 金 141
そ の 他 110 13,539

営 業 外 費 用
支 払 利 息 665
上 場 関 連 費 用 11,269 11,934

経 常 利 益 317,985
税 引 前 当 期 純 利 益 317,985
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 108,374
法 人 税 等 調 整 額 △3,879 104,495
当 期 純 利 益 213,489

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2024年11月22日
株式会社リプライオリティ
取締役会 御中

シンシア監査法人
東京都千代田区

指定社員
業務執行社員 公認会計士 金野栄太郎

指定社員
業務執行社員 公認会計士 大森 淳子

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社リプライオリティの2023年10月１日から

2024年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社リプライオリティ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事
項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計
算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査
人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対
応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2024年11月22日
株式会社リプライオリティ
取締役会 御中

シンシア監査法人
東京都千代田区

指定社員
業務執行社員 公認会計士 金野栄太郎

指定社員
業務執行社員 公認会計士 大森 淳子

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社リプライオリティの2023年10月１

日から2024年９月30日までの第27期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他

の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ
とにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対
応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査役会は、2023年10月1日から2024年9月30日までの第27期事業年度における取締役の職務執行を
監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。
なお、本「監査報告書」は、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け、その内容を取り纏め
て作成しております。

１． 監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、監査役の業務分担等について「監査計画」を定めており、各監査役は、
「監査計画」に従い、取締役、内部監査人等の使用人及び会計監査人と意思疎通を図り、情報の収集及び監
査環境の整備に努めて参りました。

（２）各監査役は、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所並びに子会
社の業務及び財産の状況を調査いたしました。
併せて、会社法第362条に基づく「内部統制システム」の取締役会決議について、その体制の整備及び運用
状況についても監視及び検証いたしました。

（３）会計監査人については、その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、会計監
査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証いたしました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」を「監査に関する品質管理基準」等
に従って整備している旨の説明を受けております。

以上の方法に基づき、当該事業年度に関わる事業報告及びその附属明細書、計算書類及びその附属明細書並び
に連結計算書類について検討いたしました。
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２． 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。ま
た、取締役の職務の執行に関する不正の行為、又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。
併せて、「内部統制システム」に関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

（２）計算書類及びその附属明細書並びに連結計算書類の監査結果
会計監査人シンシア監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年11月25日
株式会社リプライオリティ 監査役会
常勤監査役 横川 勝美
社外監査役 坂本 一男
社外監査役 井出 夏子

以 上

2024年11月27日 18時58分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20240912_01(license)）



見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

定時株主総会会場ご案内図

会 場 東京都千代田区大手町二丁目２番１号
新大手町ビル３階 xLINK大手町会議室

日本生命
丸の内
ガーデン
タワー

大手
センタービル

三井住友
銀行
本店ビル

三田線大手町駅 千代田線大手町駅日比谷通り

郵船
ビル

り
通
幸
行 みずほ

丸の内タワー・
銀行会館

三井住友
銀行本店
東館 り

通
代
永

丸の内仲通り

大手町
ファースト
スクエア

大手町
ビル

読売
新聞
ビル

東京
サンケイ
ビル

線
門
蔵
半

駅
町
手
大

大手町
タワー

丸の内

丸の内テラス

永楽ビル
三菱UFJ
信託銀行
本店ビル

丸の内
ビル

新丸の内
ビル

丸の内南口

至 品川

丸ノ内線東京駅 丸ノ内線大手町駅

A5出口

丸の内中央口

丸の内北口

日本生命
丸の内ビル

丸の内
センタービル

新丸の内
センタービル

丸の内
北口ビル

丸ノ内
ホテル

丸の内オアゾ

線
西
東

駅
町
手
大

B3出口

新大手町
ビル

大手町
野村ビル

アーバンネット
大手町ビル

NTTデータ
大手町ビル

NTT
丸の内
ビル

至 上野

■ 交通のご案内

地下鉄大手町駅

Ｊ Ｒ 東 京 駅

東京メトロ：東西線・丸ノ内線・半蔵門線・千代田線
都営地下鉄：三田線 Ｂ３出口直結／Ａ５出口から 徒歩約３分

丸の内北口から 徒歩約５分

JR東京駅

2024年11月27日 18時58分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20240912_01(license)）



電子提供措置の開始日 2024年12月３日

株主各位

第27回定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

業務の適正を確保するための体制 ・・・ 32ページ

業務の適正を確保するための体制の運
用状況 ・・・ 34ページ

連結株主資本等変動計算書 ・・・ 35ページ
連結計算書類の連結注記表 ・・・ 36ページ
株主資本等変動計算書 ・・・ 43ページ
計算書類の個別注記表 ・・・ 44ページ

株式会社リプライオリティ
（証券コード242Ａ）

2024年11月27日 18時58分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.50(64) 20240912_01(license)）



― 32 ―

１．業務の適正を確保するための体制
１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 取締役会は、「コンプライアンス管理規程」及び「リスク管理規程」を制定し全社に周知・徹
底するとともにコンプライアンスに関する教育・研修を適宜開催し、コンプライアンス意識の維
持・向上を図る。
② 取締役会は、「公益通報者保護規程」を制定し、問題の早期発見・未然防止を図るとともに、
通報者に対する不利益な扱いを禁止する。
③ 取締役会は、リスク・コンプライアンス委員会と連携し、コンプライアンス上の重要な問題
について必要な検討を実施する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報については、法令、「文書管理規程」等によって保存期限を定め、
適切に管理を行う。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
「リスク管理規程」及び「コンプライアンス管理規程」を制定し、全社に周知・徹底するととも
に、リスク・コンプライアンス委員会を設置しリスクの早期発見と未然防止に努める。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
「取締役会規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」を定め、取締役の職務及び権限、責任の明
確化を図るとともに取締役会は、法定事項の決議、経営に関する重要事項の決定及び業務執行の
監督等を行うものとし、毎月１回定期的に開催するほか、迅速かつ的確な意思決定を確保するた
め、必要に応じて臨時取締役会を開催する。

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 会社は「コンプライアンス管理規程」及び「リスク管理規程」を全社に周知・徹底するとと
もにコンプライアンスに関する教育・研修を適宜開催し、コンプライアンス意識の維持・向上を
図る。
② 会社は「公益通報者保護規程」に則り、問題の早期発見・未然防止を図るとともに、通報者
に対する不利益な扱いを禁止する。
③ 会社はリスク・コンプライアンス委員会と連携し、コンプライアンス上の重要な問題につい
て必要な検討を実施する。
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６．当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 「関係会社管理規程」に基づき、関係会社管理を行う。
② 取締役会は、当社及び子会社の経営計画を決議し、各責任者はその進捗状況を毎月取締役会
に報告する。
③ 内部監査担当者は、当社及び子会社の内部監査を実施し、その結果を代表取締役に報告する。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人（以下「補助使用人」という）を置くことを求めた場
合における当該使用人に関する事項及び補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する体制
① 監査役が補助使用人を置くことを求めた場合、取締役会は当該監査役と協議のうえこれを任
命し、補助業務に当たらせる。
② 補助使用人を置いた場合、当該使用人は監査役の指揮命令下で監査役補助業務を遂行するも
のとする。また、当該使用人の人事異動、評価等の人事処遇に関する事項については、事前に監
査役会の同意を得た上で決定するものとし、取締役及び上司その他の者からの独立性を確保す
る。

８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
① 監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務執行状況を把握するため、取締役会のほか重要
な会議及び希望する任意の会議に出席し、又は取締役及び使用人から業務執行状況の報告を求め
ることができ、取締役及び使用人は、これに応じて速やかに報告する。
② 取締役及び使用人は、法令に違反する事案、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実そ
の他会社に重大な影響を及ぼすおそれのある事実を発見した場合には、速やかに監査役に報告
する。
③ 取締役及び使用人は、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報状況及びそれらの内容
を監査役に報告する。

９．監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを
確保するための体制
当社及び子会社は、監査役への報告を行ったことを理由として、当該報告をした者に対し、解雇
を含む懲戒処分その他の不利な取り扱いを行わないよう周知・徹底する。

10．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をしたときは、当該監査
役の職務の執行に必要でないと合理的に認められる場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処
理する。
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11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、代表取締役及び取締役と定期的に会合を持ち、相互の意思疎通を図る。
② 監査役は、取締役及び使用人の職務執行に係る情報を必要に応じて閲覧することができ、内
容説明を求めることができる。
③ 監査役は、内部監査担当者及び監査法人と定期的に情報交換を行い、相互の連携を図る。
④ 監査役は、監査業務に必要と判断した場合には、弁護士、公認会計士、その他専門家の意見
を聴取することができる。

12．反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況
反社会的勢力による不当要求に対しては、当社及び子会社は毅然とした態度で臨み、未然防止に
ついて制定した「反社会的勢力排除規程」に基づき反社会的勢力との一切の関係を持たない。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、「内部統制システム基本方針」を定め、取締役

及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制を整備し、その運
用状況を監査役会及び内部監査担当者が連携し、社内の各業務が経営方針や社内規程・会計方針
に準拠して行われているか、効率的に行われているか、法令遵守しているかといった観点から統
制を検証する体制としております。
リスク管理につきましては、管理部門が顧問弁護士と連携して、違法行為等の不正行為の防止

を図っております。また、定期的に「リスク・コンプライアンス委員会」を開催し、委員会の内
容は取締役会に報告・審議され、リスクコントロールを図っております。
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連結株主資本等変動計算書

(2023年10月１日から)2024年９月30日まで
（単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2023年10月1日残高 50,000 151,050 450,111 △90,480 560,681
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 − − △19,957 − △19,957
親会社株主に
帰属する当期純利益 − − 214,001 − 214,001

新株の発行 167,808 167,808 − − 335,616
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） − − − − −

連結会計年度中の変動額合計 167,808 167,808 194,043 − 529,659
2024年9月30日残高 217,808 318,858 644,155 △90,480 1,090,341

（単位：千円）

純 資 産 合 計

2023年10月1日残高 560,681
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △19,957
親会社株主に
帰属する当期純利益 214,001

新株の発行 335,616
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） −

連結会計年度中の変動額合計 529,659
2024年9月30日残高 1,090,341
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１ 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数 1社
連結子会社の名称
日本ウェルネス研究所（株）

２ 持分法の適用に関する事項
持分法適用会社はありません。

３ 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
ａ 商品
先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

ｂ 仕掛品、未成業務支出金
個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設
備は除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用
しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 10〜20年
工具、器具及び備品 3〜20年

② 無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づいております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
なお、当連結会計年度において、貸倒実績及び貸倒懸念債権等の回収不能見込額がないた
め貸倒引当金は計上しておりません。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度

に見合う分を計上しております。
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(4) 重要な収益及び費用の計上基準
（通販支援事業）
① Ｄ２Ｃ事業

Ｄ２Ｃ事業においては、通信販売企業及びメーカーを取引先としたコールセンター
の運営を行っております。収益認識については、履行義務の充足する方法に従い、顧
客が指定する履行義務を充足した一時点で収益を計上しております。
なお、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当

事者が提供する履行義務と交換に受け取る対価から当該他の当事者に支払う対価を控
除した純額を収益として認識しております。

② リテールメディア事業
リテールメディア事業においては、全国の10,998店舗の小売店（スーパーマーケ

ットやドラッグストア、ホームセンター等）と契約し、その店舗スペースを有効活用
するプロモーション事業を展開しております。収益認識については、履行義務の充足
する方法に従い、顧客が指定する履行義務を充足した一時点で収益を計上しておりま
す。

（通信販売事業）
通信販売事業においては、主力商品である『アカモク千寿藻』の通信販売を行っておりま

す。なお、通信販売事業においては、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転されるまでの
期間が通常の期間であるため、出荷時点で充足されたと判断し、収益を認識しております。

会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産(純額) 17,727千円
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積りに基づき、繰延税
金資産の回収可能性を判断しております。
将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、将来の受託案件数、顧客獲得数を基に作成

した事業計画を基礎として、算定しております。
課税所得が生じる時期及び金額は、今後の経営環境の変化によって、見積りの不確実性

を伴うものであり、将来の課税所得の見積額が変動することにより、繰延税金資産の回収
可能性の判断に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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連結損益計算書に関する注記
「顧客との契約生ずる収益」は、「収益認識に関する注記」１．顧客との契約から生じる収益

を分解した情報に記載しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 1,177,800株

２．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円) 基準日 効力発生日

2023年12月25日
定時株主総会 普通株式 19,957 457 2023年９月30日 2023年12月26日

（注）当社は、2024年６月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っており
ますが、「１株当たり配当額」については、当該株式分割前の金額を記載しております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年12月25日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 50,771 45.6 2024年9月30日 2024年12月26日
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３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目
的となる株式の種類及び数

普通株式 46,000株

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、運転資金及び設備投資に必要な資金を主に金融機関からの借入によ
り調達しております。資金運用については、安全性の高い短期的な預金等に限定し、投
機的な取引は行わない方針であります。また、デリバティブ取引は行わない方針であり
ます。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
現金はすべて円建てであり、預金のすべてが要求払預金であります。
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金、未払金、未払法人税等及び未払消費税等は、１年以内の支払
期日であります。
借入金は運転資金及び設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、変動金
利による借入金は、金利の変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、営業債権について、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとと
もに、与信管理規程に基づき回収懸念の早期把握や軽減を行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
変動金利の借入金については、定期的に市場金利の状況を把握することにより、リ

スク低減を図っております。
③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、資金繰り計画に基づく支払管理を行っているほか、手元流動性の
維持などによりリスクを管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2024年９月30日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

長期借入金(※２) 125,010 125,010 −

負債計 125,010 125,010 −
(※１) 「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「未払金」「未払法人税等」「未払消費税等」につ

いては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するも
のであることから、記載を省略しております。

(※２) １年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。

(注１) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,268,630 − − −

売掛金 241,421 − − −

合計 1,510,052 − − −

(注２) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金 29,988 29,988 29,988 23,344 11,702 −

合計 29,988 29,988 29,988 23,344 11,702 −

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算
定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
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レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 − 125,010 − 125,010

負債計 − 125,010 − 125,010
(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金
長期借入金の時価については、変動金利によるものは、短期で市場金利を反映している
ことから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっており
ます。

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
報告セグメント

合計
通販支援事業 通信販売事業 計

売上高
一時点で移転される財又は
サービス 2,018,682 684,752 2,703,435 2,703,435

一定期間にわたり移転され
る財又はサービス − − − −

顧客との契約から生じる収益 2,018,682 684,752 2,703,435 2,703,435

外部顧客への売上高 2,018,682 684,752 2,703,435 2,703,435

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のための基本となる重要
な事項に関する注記等３会計方針に関する事項(4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載
のとおりです。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並
びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見
込まれる収益の金額及び時期に関する情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は以下のとおりでありま
す。

(単位：千円)
当連結会計年度
(2024年９月30日)

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 272,980

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 241,421

契約負債(期首残高) 4,993

契約負債(期末残高) 4,489
契約負債は顧客との契約に基づく支払条件により、顧客から受け取った前受金であり、
収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額
は、4,993千円であります。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、
実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、
顧客との契約から生じる対価の中に取引価格に含まれていない重要な金額はありませ
ん。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産 979.29円
１株当たり当期純利益 243.92円

(注) 2024年６月１日付で株式１株につき20株の株式分割を行っております。当連結会計年度
期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産及び1株当たり当期純利益を算出し
ております。

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(2023年10月１日から)2024年９月30日まで
（単位：千円）

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
2023年10月1日残高 50,000 70,525 80,525 151,050
事業年度中の変動額
剰余金の配当 − − − −
当期純利益 − − − −
新株の発行 167,808 167,808 − 167,808

事業年度中の変動額合計 167,808 167,808 − 167,808
2024年9月30日残高 217,808 238,333 80,525 318,858

（単位：千円）
株主資本

純資産合計

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰余金

2023年10月1日残高 1,680 446,795 448,475 △90,480 559,045 559,045
事業年度中の変動額
剰余金の配当 − △19,957 △19,957 − △19,957 △19,957
当期純利益 − 213,489 213,489 − 213,489 213,489
新株の発行 − − − − 335,616 335,616

事業年度中の変動額合計 − 193,532 193,532 − 529,148 529,148
2024年9月30日残高 1,680 640,328 642,008 △90,480 1,088,194 1,088,194
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 ………移動平均法による原価法
（2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品
先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

② 仕掛品、未成業務支出金
個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く） ……定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備は、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 10〜20年
工具、器具及
び備品 ３〜20年

無形固定資産（リース資産を除く） ……定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。なお、当事業年度において、貸倒実績及び貸倒懸念債権等の回収不能見込額がない
ため貸倒引当金は計上しておりません。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に

見合う分を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
① Ｄ２Ｃ事業

Ｄ２Ｃ事業においては、通信販売企業及びメーカーを取引先としたコールセンターの
運営を行っております。収益認識については、履行義務の充足する方法に従い、顧客が
指定する履行義務を充足した一時点で収益を計上しております。なお、履行義務の充足
のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する履
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行義務と交換に受け取る対価から当該他の当事者に支払う対価を控除した純額を収益と
して認識しております。

② リテールメディア事業
リテールメディア事業においては、全国の10,998店舗の小売店（スーパーマーケッ

トやドラッグストア、ホームセンター等）と契約し、その店舗スペースを有効活用する
プロモーション事業を展開しております。収益認識については、履行義務の充足する方
法に従い、顧客が指定する履行義務を充足した一時点で収益を計上しております。

③ 通信販売事業
通信販売事業においては、主力商品である『アカモク千寿藻』の通信販売を行ってお

ります。なお、通信販売事業においては、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転され
るまでの期間が通常の期間であるため、出荷時点で履行義務が充足されたと判断し、収
益を認識しております。

会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産(純額) 17,727千円
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「連結計算書類 連結注記表 会計上の見積りに関する注記 繰延税金資産の回収可能性
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載のとおりであり
ます。

表示方法の変更に関する注記
前事業年度まで「流動資産」の「商品 原材料及び貯蔵品」に含めて表示しておりました「貯

蔵品」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しております。
なお、前事業年度の「貯蔵品」は1,824千円であります。

貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く）
関係会社対する金銭債権及び金銭債務

金 銭 債 務 5,953千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高 130,497千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 64,400株
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税効果会計関係に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業所税 476千円
繰延資産 783 〃
未払事業税 4,691 〃
有償支給取引に係る負債 162 〃
賞与引当金 6,229 〃
資産除去債務 6,622 〃

繰延税金資産小計 18,964千円
繰延税金資産合計 18,964千円

繰延税金負債
未収還付事業税 △1,237千円

繰延税金負債小計 △1,237千円
繰延税金負債合計 △1,237千円
繰延税金資産純額 17,727千円

収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記 ４．収

益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産 977.36円
１株当たり当期純利益 243.34円

(注) 2024年６月１日付で株式１株につき20株の株式分割を行っております。当事業年度期首に当該株式分
割が行われたと仮定し、１株当たり純資産及び1株当たり当期純利益を算出しております。

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。
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